
令和７年度の主な事業
【総務費】

・（仮称）小田野沢地区多目的集会施設整備事業

・集会施設整備等事業費補助金

・廃校舎等解体撤去事業

・地域公共交通対策費補助金

・公共交通サービス空白エリア対策事業

・移動販売車を活用した集落の維持活性化事業

・情報通信整備事業（IP告知端末）

・定額減税補足給付金給付事業

・住民税非課税世帯灯油購入費助成事業

【民生費】

・障害者自立支援給付事業

・障害者医療費給付事業

・社会福祉協議会補助金

・保健福祉センター運営費補助金

・児童手当給付事業

・乳幼児教育支援事業

・こども園通園バス運行事業

・こども園運営負担金

・こども園副食費補助金

・物価高対応子育て応援手当給付事業

【衛生費】

・健康増進事業（各種健診）

・母子保健事業

・予防接種事業

・地域医療センター利用者輸送事業

・介護老人保健施設エアコン更新事業

・乳幼児・子ども・ひとり親医療費給付事業

・一般廃棄物収集処理事業

・海岸漂着物等地域対策推進事業

【農林水産業費】

・寒立馬保護対策事業

・民有林野造林事業

・東通地区水産物供給基盤機能保全事業

・尻屋漁港漁村再生交付金事業費負担金

・野牛漁港水産生産基盤整備事業費負担金

・ヒラメ稚魚放流事業

・東通村漁業共済掛金補助金

・漁業振興対策事業

【商工費】

・東通村創業支援事業補助金

・住民参加型イベント事業

【土木費】

・村道等除雪事業

・道路橋梁維持事業

・下田屋石蕨平線道路改良事業

・生活関連道路整備事業

【消防費】

・防災行政用無線設備整備事業

・防災倉庫整備事業（早掛平地区・石持地区）

・小田野沢地区避難道路整備事業

【教育費】

・東通村奨学金貸付事業

・東通小・中学校及び高等学校スクールバス運行事業

・中学校多目的グラウンド改修管理事業

・村費負担教諭・常勤講師配置事業（9名）

・学生応援一時給付金事業

・学校給食事業

3,709万円

6,917万円

4,329万円

1,506万円

3,341万円

2,215万円

1億1,973万円

2,511万円

580万円

1億6,996万円

1,151万円

7,297万円

6,850万円

8,675万円

6,710万円

6,775万円

1億6,355万円

321万円

1,445万円

1,835万円

375万円

3,073万円

6,204万円

4,400万円

1,977万円

1億5,073万円

1,112万円

1,339万円

1,091万円

6,535万円

990万円

6,000万円

358万円

920万円

7,132万円

362万円

1,917万円

1億8,215万円

3億7,951万円

3,644万円

4,862万円

1億1,840万円

1,053万円

4,200万円

1,212万円

1億9,976万円

3,002万円

5,850万円

1,130万円

3,084万円

・議会費 8,873万円

・商工費 1億4,552万円

・災害復旧費 1,477万円

・諸支出金 11億1,387万円

その他の内訳

目的別

性質別

・維持補修費 2億5,683万円

・扶助費 5億9,792万円

・災害復旧事業費 1,477万円

・積立金 11億1,387万円

・投資及び出資金、貸付金 2,162万円

・繰出金 3億3,874万円

☆1人あたり負担額 171万9,259円

☆1世帯あたり負担額 339万2,274円

参考）令和8年3月末世帯数、人口　2,714世帯、5,355人

その他の内訳

支出の負担状況

歳出合計　92億663万円

土木費
9億8,387万円
（10.69%）

農林水産業費
7億784万円
（7.69%）

衛生費
8億2,434万円

（8.95%）

民生費
13億8,097万円

（15.00%）

総務費
15億6,070万円

（16.95%）

消防費
9億1,658万円

（9.96%）

教育費
8億7,041万円

（9.45%）

公債費
5億9,903万円

（6.51%）

その他
13億6,289万円

（14.80%）

その他
23億4,375万円

（25.46%）

公債費
5億9,903万円

（6.51%）
普通建設事業費
18億3,697万円

（19.95%）

補助費等
16億7,643万円

（18.21%）

物件費
17億5,510万円

（19.06%）

人件費
9億9,535万円

（10.81%）

令和７年度一般会計歳出決算

９２億６63万円のつかいみち
　令和8年9月東通村議会第3回定例会において、令和7年度の決算が承認されました。

　歳入の大部分は村税及び地方交付税で占められており、村税に分担金及び負担金、使用料及び手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入を加えた自主財源は、46億3,294万円で、比率は

47.07％となっております。

　村税の大部分を占める固定資産税の減収や各種国県補助金・交付金等の削減により、年々厳しさの増す

財政状況の中で、村道等の維持・改良事業や除雪等の交通及び通信体制の推進、漁港整備事業及び種苗放

流事業等の農林水産業の生産基盤強化、健康増進事業や少子高齢化対策及び子育て支援等の社会福祉の増

進、こども園運営支援やこ小中一貫教育等の教育の振興、定額減税補足給付金給付事業をはじめとする各

種給付事業等の事務事業を実施いたしました。

　この結果、令和7年度の一般会計歳出決算額は、92億663万円となり、前年度と比較すると5,017万

円（0.54％）の減となりました。

　歳入総額から歳出総額及び翌年度に繰越すべき財源を控除した実質収支額は、4億8,030万円とな

り、実質収支比率は12.8％となっております。

　財政の硬直度を示す経常収支比率は78.2％となっており、県から財政運営計画策定の選定団体となる

95.0％（3ヶ年平均）を超過しませんでしたが、引き続き健全な財政運営が求められています。

　それでは、皆さんから納めていただいた税金やその他の歳入の内訳、またどのように使われたか見てみ

ましょう。

・固定資産税 14億1,334万円

・村民税 3億5,807万円

・たばこ税 3,147万円

・軽自動車税 2,120万円

・鉱産税 360万円

・地方譲与税 7,915万円
・利子割交付金 110万円
・配当割交付金 247万円
・株式等譲渡所得割交付金 388万円
・法人事業税交付金 1,040万円
・自動車税環境性能割交付金 425万円
・国有提供施設等所在市町村助成交付金
 2,363万円

◎国民健康保険特別会計
　〔歳入〕 7億5,163万円
　〔歳出〕 7億5,011万円
◎後期高齢者医療特別会計 
　〔歳入〕 8,721万円
　〔歳出〕 8,354万円
◎介護保険特別会計 
　〔歳入〕 10億2,784万円
　〔歳出〕 10億2,240万円
◎水道事業会計
　〔収益的収入〕 2億4,509万円
　〔収益的支出〕 2億3,706万円
　〔資本的収入〕 6,169万円
　〔資本的支出〕 1億4,980万円
◎下水道事業会計
　〔収益的収入〕 3億5,667万円
　〔収益的支出〕 3億4,537万円
　〔資本的収入〕 2億1,248万円
　〔資本的支出〕 2億5,446万円

・地方特例交付金 300万円
・分担金及び負担金 208万円
・使用料及び手数料 5,987万円
・財産収入 １億1,522万円
・寄附金 10億5,867万円
・繰越金 1,106万円

村税収入の内訳 その他の内訳

特別会計決算

村民税・固定資産税の負担状況
☆1人あたり

☆1世帯あたり

村民税 6万6,867円

固定資産税 26万3,929円

村民税 13万1,936円

固定資産税 52万759円

その他
13億7,478万円

（13.97%）

県支出金
14億4,213万円

（14.65%）
国庫支出金

10億5,794万円
（10.75%）

地方債
3億6,730万円

（3.73%）

地方消費税交付金
1億7,524万円

（1.78%）
諸収入

1億904万円
（1.11%）

繰入金
14億4,932万円

（14.72%）

村税
18億2,768万円

（18.57%）

歳入　98億4,273万円

地方交付税
20億3,930万円

（20.72%）
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